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研究成果の概要： 

 日韓両国では，試験の選抜機能への信用がゆらぐことから，初年次教育への多様な解釈を

生起させている。 
 韓国の場合，卒業定員制以後の学生生活研究から新入生への着目が展開されていったのに

対し，日本のそれは「厚生補導」のシステムができたことにより，一般教育改革と連動し

た教育プログラムとして提供する流れが主流となった。 
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（１）研究開始当初の背景 

日本では 1991 年の大学設置基準改定によ
る一般教育と専門教育の区分が撤廃（いわゆ
る「大綱化」）された後の教養教育のあり方
に関する議論が活発になる中で「初年次教
育」が注目された。 
同時に，大学進学率が 50%を超え，学生の「学
力低下」や国公私立大学に関係なく起きてい
る学生の学習意欲低下問題などへの対応研
究として，大学教育学会に新たに初年次教育
研究プロジェクトが組織されるなど，日本に
おける初年次教育カリキュラムのあり方に
関する研究が進んでいる。 
 韓国では 1995 年，一般教育と専門教育の

区分が大学設置基準から削除された。これに
伴い，日本と同様，教養教育と専門教育の連
携性問題などが大きな議論となった。さらに，
韓国は 80 年代以後急激に大学進学率が上昇
し，2005 年度には 80%を超え世界最高水準と
なっている。さらに 2003 年度からは「大学
全入時代」に突入している。わが国をはるか
に上回るペースで急激な大学大衆化を遂げ
た結果，大学入学の目的意識低下や，これに
関連する学習意欲低下，また大学生としての
基礎学力低下が深刻な問題として提起され
た。 
 こうした問題への対応を研究開発するべ
く，教育人的資源部（日本の文部科学省にあ



たる）が積極的に各大学に「教授学習支援セ
ンター」の設置を推奨するなど実践研究基盤
の整備をはじめ，現在では 80 を超える大学
に初年次教育に関連する拠点施設を置くま
でに至っている。また，全国の教授学習支援
センターで協議会を組織し，学術大会も開催
している。 

国際規模では，米国サウス・カロライナ大
学にある初年次教育リソース・センター
（National Resource Center for the First 
Year Experiences and Students in 
Transition）が中心となって毎年国際会議を
開催しており，これまで研究の中心対象であ
った欧米圏の大学のみならず，近年ではアジ
アの大学からの参加や発表が増加している。 
 
（２）研究の目的 

本研究の目的は，東アジアにおける大学初
年次教育の特質を解明すべく，アジアで最も
大学の大衆化が進み大学初年次教育研究が
拡大している日本と韓国を比較対象に，高等
教育政策，カリキュラム・マネジメント及び
授業実践事例の三つのアプローチから比較
分析するところにある。日本と韓国をフィー
ルドとして，欧米と異なる教育に対する文化
的背景をもつ東アジアの初年次教育の実態
を明らかにする点に主たる位置づけを置い
ている。とりわけ，研究代表者及び研究分担
者，並びに両者のこれまでの研究ネットワー
クで形成された研究協力者の三者が協力し，
日本と韓国の初年次教育フィールドを事例
に東アジアの高等教育実践の特質を分析・解
明し，欧米とは異なる観点での初年次教育実
態を提示するものである。 
 
（３）研究の方法 

研究協力者には，特に韓国側について，研
究代表者が平成 18 年度に客員教授を務め，
教育及び研究交流を推進した国立忠南大学
（地方国立総合大）の教員のほか，ソウル大
（国立基幹大）高麗大，東国大等の首都圏大
規模私立大からの協力を得た。 

研究推進は，長崎大学に「初年次教育日韓
比較研究会」を置き，研究拠点を一元化した。 

研究会は大きく「運営部門」と「研究部門」
の２部門に分けて活動を分担し，各部門の推
進及び進捗については研究代表者が運営上
の総括責任を負いながら，恒常的な工程管理
を行った。 

また，日韓双方でミーティング形式の研究
会を開催しながら定期的な情報を収集した。
その過程で，個別大学のより具体的な実践を
把握することを目的として山形大学から研
究協力を仰いだほか，大学経営の視点からの
分析を民間の高等教育シンクタンクでリサ
ーチを進めている研究者に依頼し，当初の想
定を超えた対象と分析視角の拡大を図るこ

とができた。 
 
（４）研究成果 
本研究における成果は，以下の三点である。 
 

① 急速な大衆化過程により，初年次教育の
機能が分散・多様化した。 
 日韓双方とも，新入生に注目が置かれる背
景は，政策的に大学に対して急激な学生定員
増が始まる時期と重なっている。その注目の
論理の主眼は，「多様な学生の受入」のみな
らず，「学力が不十分な学生が入学してくる
ことへの警戒感」にもある。日韓双方とも，
初年次教育への注目時期は学生受入の急膨
張期であり，同時に，「学力低下論」とセッ
トになるところがある。そもそも，学歴の重
要性とともに，試験の選抜機能に極めて敏感
な文化をもつ日韓両国にとっては，選抜その
ものの信用がゆらぐことで，一種の不安感や
警戒感が起きている。「入学」をめぐる文化
的背景の相違が，初年次教育への多様な解釈
を生んだといえる。 
 
② 「国策」と人材育成との関連によって，
初年次教育の位置づけが異なった。 
 日韓ともに，およそ半世紀にわたって大学
教育が「専門」と「一般教養」に分かれ，近
代高等教育の発展過程で「実学」を重視し，
産業立国を担う人的資源の育成を一貫して
行ってきた両国にとっては，折々で欧米の影
響を受けながらも専門教育主体で大学教育
は展開されてきたのは否定できない事実で
あろう。当然，教育組織の基準は「学部」で
あり「学科」になる。したがって，学生と向
き合う組織も基本的には「学部」「学科」で
あるから，「初年次『教育』」とされればそれ
は学部や学科との関わりが深くなりやすい。 
 ただし，「学習スキル」については，「ジェ
ネリック・スキル」を中心に浸透してきた。
英国の場合のように，「ジェネリック・スキ
ル」とともに分野に特有な「サブジェクト・
スペシフィック・スキル」が併存されている
とは必ずしも言えない。特に日本の場合は，
従前からある「専門」「教養」構造にそのま
まあてはめる形で，教養は「ジェネリック・
スキル」，専門では「サブジェクト・スペシ
フィック・スキル」という一種の「住み分け」
のような流れが出てきた。「専門」と「教養」
のディスコミュニケーション状態でのカリ
キュラム編成が起こること自体，アジア的な
特質を持っていると言える。 
 
③ グローバリズムが生み出す「個性」とし
て，現代の初年次教育は発展している。 
 韓国地方国立大学におけるキャリア支援
教育の充実や，わが国の地方国立大学におい
て提供される初年次教育プログラムの個性



化の実態を見ると，初年次教育がグローバリ
ズムによる大学間競争・地域間競争を勝ち抜
く「手段」の一つとなっている側面を垣間見
ることができる。これは大学の経営戦略の一
環と言うこともできるが，日韓双方とも，国
家が従前のような法や政令による「直接的支
配」を止め，その代案として，競争的資金配
分プログラムの運営による政策誘導，すなわ
ち「間接的支配」のシステムへと移行し，多
様な（しかし極めて強力な）ステイクホルダ
ーの一部となっていることによる。もともと
資源が少ない地方大学にとっては，そういっ
たあらゆる機会をとらえては，資源獲得に躍
起になる。 

初年次教育プログラムの表出の仕方につ
いては，日韓で大きな違いがあった。日本で
はセミナー科目のような形で単位化され，展
開されることが流行しているような感があ
るが，韓国ではそういう動きはあまり見られ
ない。韓国での初年次教育は単位化されてい
ない非正規のところで，学生サポートの一環
として提供されている場合がほとんどであ
る。これは，韓国の場合，卒業定員制以後の
学生生活研究から新入生への着目が展開さ
れていったのに対し，日本のそれは 60 年代
の「厚生補導」のシステムができたことによ
って大きな拡大を見せず，一般教育改革と連
動して教育プログラムとして提供する流れ
が主流となっていったことにある。この意味
で，学生指導をめぐる「国家統制性」及び学
生運動をめぐる政治姿勢のプロセスが，その
性格変化のファクターとなったとも言える。 
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